
親子の面会交流を実現するための制度等に関する調査研究報告書 

 

 

 民法には、父母が離婚した後などの親子の面会交流についての明文の規定はない。しか

しながら、面会交流の方法等については、第 766 条第 1 項の子の監護について必要な事項

に含まれ、父母の協議で定めることができ、協議が調わないときなどには家庭裁判所が定

めるものとされている(家事審判法 9 条 1 項乙類 4 号の子の監護に関する処分事件)。 

 父母が離婚した後などに、子を監護しない父母の一方と子が定期的に面会等の交流を持

つことは、一般的には、子の福祉を害しない限り、子の健全な成長のために好ましいこと

であると理解されている。そのため、家庭裁判所の調停・審判においても、児童虐待や配

偶者暴力（ＤＶ）など、面会交流の実施により子の福祉を害するとか子の利益に反すると

いうような特段の事情がない限り、これを認める取扱いがされている。そして、家事審判・

家事調停などで面会交流についての取決めがされたにもかかわらず、それにしたがった任

意の履行がされない場合には、家事審判法による履行勧告や民事執行法による強制執行（間

接強制）により、面会交流の実現を図るという法的救済手段も用意されている。 

 しかし、これらの法的手続や仕組みを利用しても、相手方（子を監護する父母の一方）

が面会交流を拒絶することで、面会交流の実現が事実上著しく困難となり、結果的に親子

の継続的な交流や絆を維持することがきわめて困難な事例が少なくないと言われている。 

 また、父母の間で、子の面会交流・監護・親権をめぐる争いがこじれて、結果的に父母

による子どもの連れ去りや面会後の返還拒否のように、子の奪い合いにつながることも少

なくない。子を監護すべき者(監護親)から子を監護していない親(非監護親)に対する子の

引渡し請求については、どのような場合に直接強制をすることができるかといった理論的

な問題があるほか、直接強制をする場合に、子の利益や子の福祉に配慮した適切な執行方

法の在り方はどういったものかという実務的な問題もある。 

 そこで、本調査研究では、今後、親子の面会交流を実現するための制度等について検討

を行うに当たっての基礎資料を収集することを目的として、必要とされる以下の調査研究

を行った。まず、第 1 は、親子の面会交流に関するわが国の現状についての実態の調査で

あり、親子の面会交流の支援等を行っている民間団体及び家事事件、家事法制に精通して

いる法律実務家等の有識者に対するヒアリング、親子の面会交流を実現するための制度を

利用したなどの経験がある当事者（相手方となった経験がある者を含む。）に対するアンケ

ートにより、親子の面会交流に関する我が国の現状について実態調査を実施した。 

 また、第 2 に、裁判等によって定められた親子の面会交流を実現するための制度の具体

的な内容及び運用状況について、とくにアメリカ、イギリス、ドイツ、フランスでの法制

度及び社会的支援制度の実情と課題について、その社会的文化的な背景を含めて明らかに

した。 
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第 3 に、上記の第 1 の社会的実態調査の結果及び比較法的な調査研究の成果等を踏まえ

たうえで、たとえば、面会交流等の相談窓口、面会交流センターなどの面会交流支援団体

の実情と課題、面会交流に付随する交流支援のための社会的な制度や仕組みなど、親子の

面会交流を実現するための現在の制度等と社会的実態に関する問題点等を析出し、面会交

流に関する制度等の検討を行う基礎資料とするとともに、社会的実態として現実に生じて

いる問題点及びその原因と考えられる要因を問題点ごとに整理し具体的な提言にまとめた。 
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